
普通財産貸付料の算定基準

１　普通財産の貸付けをする場合、鎌倉市財産の交換、譲与及び無償貸付等に関する条例（昭和39年３月31日条例第７号）第４条の規定又は議会の議決による場合のほか、貸付料を徴収しなければならない。
２　土地の貸付料は、競争入札の方法による場合を除き、近傍類似の土地に対する固定資産課税台帳登録価格（以下「登録価格」という。）に比準して市長が定める当該土地価格の1平方メートル単価に3.0／1000及びその貸付面積を乗じて得た額以上の額を月額とする。

３　電柱、地下埋設物等を設置するために貸付けをする土地の貸付料は、競争入札の方法による場合を除き、鎌倉市道路占用条例(昭和57年1月条例第12号。)第３条及び別表の規定を準用（準用することが困難な場合等については、前項により算定）して算定した額とする。
４　建物の貸付料は、競争入札の方法による場合を除き、類似の建物の登録価格に比準して市長が定める当該建物価格の１平方メートル単価に8／1000及びその貸付面積を乗じて得た額以上の額に当該貸付面積に係る建物敷地の貸付料の額を加えた額とする。ただし、当該建物が民有地の上にあるときは、加算する貸付料の額は、本市が土地所有者に対して支払うべき地代相当額に基づき算出するものとする。

５　土地及び建物以外のものの貸付料は、別に市長が定める額とする。

付　則

１　この算定基準は平成30年10月26日から施行する。

２　平成30年３月29日付の通知は廃止する。

３　この算定基準は、平成30年10月26日以後の貸付料に適用し、同日前の貸付料については、なお従前の例による。

